
Ⅰ B07 フェムト秒テクノロジー・プロジェクトの 戦略と課題 

0 吉川 宗 史郎 ( 技術研究組合フェムト 秒テクノロジー 研究機構 ) 

はじめに 人の受賞者が 出るなど一気に 花開いた。 

フェムト秒テクノロジー (FSTl) は、 経済産業省研 制度改革に伴い 予定より 1 年前倒しで中間評価を 

究開発プロバラムを 構成するプロジェクトとして 新エ 受けたが、 中間目標達成の 目処と「産業技術戦略」 l3l 

ネルギⅠ産業技術総合開発機構 (NEDO) から技 を先取りした 第 2 期展望が間に 合い「 本 プロジェクト 

術研究組合フェムト 秒テクノロジー 研究機構 (FEST  は先見性のあ るテーマ設定と 計画並びにしっかりと 

Ⅳ ) に委託され、 産業技術総合研究所 ( 産 総研 ) と した体制で概ね 効率的に運営されている。 世界的な 

共同して、 95 年度 ( 西暦 ) から 10 年計画で推進して 優位， 性 、 実用化までの 距離等を評価できる 段階では 

いろ。 基礎的研究から 始めた超高速光通信用金光 ないが、 独創的で新規性の 高い成果も多く 得られ、 順 

制御デバイスの 開発 3 では、 現状より 2 桁高速化も可 調 に推移している。 」との総合評 僻 4@ 得た。 

能 で、 世界をリードしている。 その開発成果実用化に 1 一 2 激動した第 2 期の黎明期 

向けての戦略と 直面する課題を 紹介し、 フロントランナー 第 2 期 (01 年度から 4 年間 ) 基本計画検討時期に 

型 技術の実用化方策について 考察する。 は、 再び日き代の 底流が変わり つ っあ り、 実用化を早 

l  FST プロジェクト・マネ @ ジメントの経過 めるよ う にとの強い要求を 受けた。 当時としては「 デ   

1 一 1 幸運に救われた 第 工期 バイス開発の 定石」から見ると 展望がなかったが、 結 

FST は「テクノバローバリズムを 全世界に率先して 局、 「国の指示事項」として 通信システム 技術の研究 

実施する」は 吐いう研究開発プロジェクト 基礎シフトの 者を集め、 システム検討委員会を 編成し、 試作デバ 

流れに沿って、 はじめてのプロジェクト 先導研究 (93  イスの最終目標仕様にその 要求を反映させることで 

～ 94 年度 ) が行われ、 発足当初は 、 新しい技術体系 調整がつけた。 

の基盤技術を 構築すべく様々な 応用を俳頭におい システム技術研究者へ 協力依頼するための 訪問 

た シーズ志向の 基礎的研究を 目指した。 説明、 FESTA 集中研への招待見学・ 詳細技術レク 

しかし、 発足時に突然時代が 変わり、 97 年度から、 チャ一などを 経て、 00 年秋、 FESTA 開発デバイス 

超高速光通信用金光制御デバイスに 応用目的を統 を用いた超高速通信システム 検討委員会編成によう 

一し、 500 フェムト秒 (fsn 以下の超 短光 パルスを扱い、 やく成功した。 早速、 FESTA の自主事業として 委員 

一波長当り 1 テラビッ け秒 (Tb/s) 以上 ( 現状 loGb/s  会を発足させ、 全ての FESTA 開発デバイスの 技術 

より 2 桁上 ) の超高速光通信システムの 実現を可能と 展望、 海外動向、 光 テクノロジー・ロードマップ [5l での 

するデバイス 技術の確立を 目指すよう基本計画を 変 位置付けなどの 丁寧なレクチャ 一で注意深く 委員の 

更した。 理論的に予測されたが 実現されていなかっ 理解と協力を 得るための手順を 尽くしたのち、 第 ， 2 期 

たものをはじめ 優れた 新 デバイス原理を 扱ったため、 初年度 (01 年度 ) に入り正式な 委託事業の委員会に 

世界初、 世界最高記録が 続出し、 幸い、 99 年には 3  切替えて、 システム技術研究者側からデバイスをジス 

テム に応用するアイデアの 提案を得るよ う に進めた   

                                                      FST とは、 その 卸 具者によって「フェム 1 一 3 第 2 期前半での実用化への 戦略 
ト秒 時間領域で起きる 超高速エレクトロニクス と 量子光学に基づいた 革 
新的かっ基盤的な 新産業技術の 源泉」と定義されたという [11 わが国務 

第 1 期成果の PR とその 利 活用を推進するため、 産 

㈹造語であ る   総研と共同で 01 年秋に初めての「 FST フォーラム」 
"' The 踵 mt 。 e 。 。 。 "d エ 。 。 h 。 。 1 。 gyR 。 ， 。 、 ， 。 h ム，， 。 。 i 、 ti 。 " 

3 「 逆 コンフトン散乱によるフェムト 秒単色高エネルギー X 線パルスの 発 
を 都内で開催した。 300 人余の参加があ り、 一般企業 

生 福士別技術」との 2 本注であ るが、 今回は割愛する。 が 46% 、 組合員企業が 19% 。 と圧倒的に企業参加者 
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が 多かった。 しかも 9% に当たる 28 名が製品技術開 

発を先導するとされる 計測器メーカ 14 社からであ っ 

た。 前述したシステム 検討委員会、 FESTA プロジェ 

クトリーダの 技術営業努力等も 併せ多くの反響があ り、 

進行中は別として、 契約済みは、 FESTA 側が提供 

するデバイスを 通信システムに 応用しようとする 共同 

研究 4 件であ る。 

予算上の不透明感もさることながら 実用レベルによ 

り近い成果とする 配慮から、 今春、 推進目標を変更し 

た 。 03 年度中には、 ほとんどのデバイスをともかくも 

システム研究者が 扱えるモジュール 形態にして、 シス 

テム応用・評価用にわずかな 数であ っても提供し 始 

められるように 是非ともしたいと 考えている。 なお、 そ 

の 強力な推進には 補助金等適正化法第 22 条 ( 財産 

の処分の制限 ) の制約を克服する 必 、 要があ るであ ろ 

うと見ている。 

さらに、 超高速 光 デバイス採用への 機運が盛り土 

がる よう 、 03 年 7 月、 超高速フォトニックテクノロジ 一日 

欧米シンポジウムを 開催する。 

なお、 FESTA ホームページ 4 の総アクセス 件数が、 

99 ～ 00 年度の約 1 万件 朋に 対し 01 ～ 02 年度はは 

つ きりと 1. 5 ～ 2 倍にステップアップ し 、 内外の注目 

( 約 2 割が海外アクセスと 推定 ) を受けるようになった 

ことを示している。 

2 FST をめぐる世界的動向 

欧州では、 FST プロジェクトを 参考にして、 99 年の 

英国 UPC5 を皮切りに、 00 年に独国 TOB6 、 01 午に 

EU の FASHION, 、 TOPRATE8 が開始、 さらに 蘭 

め 組合員であ ったル一セントが 光 時分割多重 

(OTDMI,) 伝送や超高速 光 スイッチ等に 幅広く 注 

力 、 MIT 大学が DARPA から超高速伝送関連研究 

を受託している 程度であ る。 しかしながら、 01 年秋、 

最大のレーザ 一関連国際学会 LEOS13 の基調講演 

に FESTA 研究所長が招待され、 02 年秋には FEST 

A から 2 名が講演招待を 受けた。 また、 今春、 世界最 

大の通信システム 国際学会 OFCl42002 では初めて 

OTDM 専門セッションが 2 つ 設けられ、 欧州勢を中 

心に日、 米含めた研究発表がなされた。 来年 3 月の 

OFC2003 には、 FESTA としては初めての 講演招 

待 (2 名 ) を受けている 

3 FST 開発成果の実用化システムの 想定 

将来の超高速フォトニックネットワークでは、 

同じ総伝送容量に 対してもノード 処理方法、 伝送 

距離、 ネットワーク 監視等の技術的観点と 経済性 

から OTDM/WDM 混合の最適組合せが 求められ 

ると予想、 して、 FESTA は図 1 を提案しているⅢ。 

図 1 将来の通信システム 展望 (FESTA の提案 ) 

OTDM/'wDM 混合通信システム 

国で FEATg 提案と並行して 02 年に研究者受入れ 
  10G 100G     1@ T 

l チャンネル当たりの 伝送速度 (bit/s) 
要請が FESTA にもたらされた。 また、 欧州最大の通 光通信システム 伝送大容量化の 技術の流れど 蒼撃 
信 システム国際学会 ECOClo には、 01 年、 02 年連 と、 80 年代まではチャネル 伝送速度向上に よ る時間 

続で FESTA が 各 1 名の講演招待を 受けた。 多重度の増加、 90 年代には波長多重 (WDM) 方式 

他方、 波長多重 (WDMll) 伝送方式で世界通信 が加わり、 波長数を増加させた 高密度波長多重 

システム市場を 席巻した米国では、 かつて FESTA  (Dense WDM) へと発展しっ っ あ る。 しかし、 信号 

の 切替えレード ) 処理機器の設置面積・ 消費電力、   
      Ultrafast@Photonics@Collaboratio Ⅰ   St ， Andrews@@ ， Ntfe) ， ネットワーク 監視等運用面からの 制約がネックとなっ 
"@ Terabit@optics@Berlin(HII@fth ， ) 

7@ ultraFAst@Switching@in@HI ・ speed@otdm@Network(Siemens@ft11 ， ) 
ている [6l 。 

H@ TOrabit/s@optical@T Ⅰ ansmission@Systems@based@on@Ultrahigh 

Channel@BitratCAlcatel@te) 
    Femtosecond@technologies@&@its@Application@to " Wavelength．ivision｀ultiplexing 

Telecommunication(Eindhoven  大学 他 ) 12@ Optical@Time@Division@Multiplexing   ':i Laser・ ・ Opticsヾociety 
    Optical：iber，0mmunication，onference 
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も う ひとつの伝送大容量化技術の 切り口であ る一 

波長当りのチャネル 伝送速度向上に 関しても研究面 

では着実な取り 組みが進んでいる。 しかし、 概ね 10 

OGb/s 以上の信号送受信・ 処理には制御先で 信号 

光を処理する「金光処理」が 必要になり [6l 、 FESTA 

るという統合システムの 創生～成熟までのトランジェ 

ン ト なプロセスを 描いている。 そして、 どこかの通信シ 

ステムのどれかの 階層で市場競争力を 得た統合シス 

テム (OTDM7WDM  混合通信システム ) がその市場 

に投入され、 産業化することを 示している。 

が 開発している 動作の安定性に 優れた半導体を 中 

心とした金光制御デバイスがそこに 適用できる。 

4 革新的デバイスの 産業化プロセス 

FESTA の金光制御デバイスは、 もちろん既存シス 

テム の一部を置換するケースもあ るが、 ここでは、 ロ 

マンとしての OTDM/WDM  、 混合通信システムを 例 

にとってその 実現プロセスを 検討してみた。 

FESTA は、 表 1 の太字で示したキ ー となるデバイ 

ス 技術の開発を 手がけているに 過ぎないし、 未だか 

つて存在していなかった 新動作原理に 基づく FEST 

A の超高速金光制御デバイスを 使いこなすシステム 

技術が既に存在しているとは 考えにくい。 したがって、 

FST プロジェクトが 仮に成功裏 に終了しても、 自動 

的にロマンが 実現するわけではなさそうであ る。 

表 l OTDM7WDM 混合通信システム 用デバイス 

● WDMm テバイス (100? 数 100 波 ) 
  波長可変レーザ   多 波長光源   波長変換レーザ   波長可変フイルタ 

  広帯域 光 アンプ   広帯域 合 、 分 波器 .MEMS 

0 性能は   まだまだ満足されているわけではないが   

何とか使って 行ける段階。 

0 大きな課題は、 アンプの広帯域化、 低コスト化。 

● W  DM  /OTDM  用 デ バイス (]00  Gb/s?l Tb/s) 
  超高速光源 ・超高速 光 スイッチ， 波 正ス イ ソチ 

  超短 パルス伝送枝折 ・分散 補億 枝折、 非 棋形 桂林 億 枝折 

0 デバイスがシステムの 中で使える状況になっていない。 

●新機能デバイス・ 要素技術 
  光 2R 、 3R    光 RAM 、 先 メモリ   超小型 溥 波路 ( フォトニック 拮品 ) 

・超高速信号処理 

0 これらが誕生すれば、 北枝折の使われ 方が大きく変身する。 

図 2 は、 末松 安靖 国立情報学研究所長の 講演資 

料に具体的事例を 加筆したものであ り、 FESTA 開 

発 デ ハイスを用いて OTDM/WWDM  混合通信システ 

ムを 実現していくプロセスであ ると考えている。 FES 

TA が革新的デバイスを 創造しシステム 研究者に提 

供を開始すると、 そのデバイスを 使ってシステム 研究 

者が各種システム 要素またはサブシステムを FEST 

A との相互フィードバックの 下で開発し、 そのすべて 

又はいくつかが 一つのシステムに 統合されて通信シ 

ステムとしてまとまっていき、 その時に再びデバイス 

，に注文が出され、 再び同様のプロセスが 繰り返され 
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デ バイス用途提案 
( 共同研究・研究協力   レステム検討委 A 金筈 ) 

  

( 展開段階 ) 

システム統合 

( 統合段階 ) 

  産業化     
末世 安 Ⅰ田主ⅠⅠ ギ 研究所 五 のⅠⅠ り汝ソ Ⅰに一斗 la 加   
このプロセスは、 OTDM/WDM 混合通信システム 

が表 1 のデバイスだけで 構成できるとは 限らず、 やっ 

てみるしかないということを 物語っている。 

す な れ ち 、 研究開発制度の 枠組みの問題として、 

従来のような「何をど う やるかが予め 解った基本計画 

があ って、 そのとおり実行する」計画実行型の 枠組で 

はなく、 「必要ならば、 整備されたルールに 沿って、 

そもそも研究開発のテーマ、 目標、 体制をも追加、 変 

要 して目的を遂行する」目的遂行型の 枠組でなけ ォ ・ L 

ばこのプロセスを 円滑かつ適切に 運営し難いという 

問題を提起している。 

第 2 節で紹介した 欧州のプロジェクトは 、 ヂ " ィス 

開発とシステム 技術を包括しているので、 図 2 のプロ 

セスの二部がすでに 動きはじめていると 見られる。 ま 

た、 OFC2002 で意外にも、 米国大手通信事業会社 

Worldcom が、 コスト削減が 期待できる技術のひとつ 

として 2003 ～ 5 年頃 には 160Gb/s システム技術が ; 

出現すると予測した。 

藤本 (2001 川は、 日本企業は組合せ 型かっオー 

プンなアーキテクチャに 弱く、 米国企業は強いと 解 

税 している。 通信分野で日本は 光 ヂ バイスが強いが 

システムは弱いと 言われている。 もし、 それが制度枠 

組みの問題に 由来するのならば、 次世代通信システ 
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ム 開発では是非とも 改善して欲しいものであ る。 プランナー狙い」の 方が「死の谷」は 広く深い。 
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5  フロントランナー と トップ。 ランナ一の相違点 なお、 表 3 に示す 4 項目は、 表 2 に掲げた「死の 谷」 

わが国では、 明治以来、 キャッチアップ ( 改良を含む )  を形成する諸要因を 集約し実用化可能性を 検討す 

から㌧プランナ 一になるのが 通常のルートであ ったため、 る 際のチェックポイントとして 取りまとめたものであ る。 

国や大企業の 研究開発関連諸制度若しくはその 運 表 3 実用化のチェックポイント 

  

予め解った基本計画」が 作成できるのであ る。 ③規律適合， 吐 川上～最終消費市場で 業界規律に受動的又は 能動的に適合するか 各々の事情に 基づく - 

一方、 FESTA 開発デバイスには 在来デバイスの り 

プレース用途もあ るが、 WDM がそうであ ったよさに ④市場創生 力大 川上～最終消費市場で 、 置換するほど 既存技術と比較優位か。 需要を新規創造   拡 

OTDM/WDM  混合通信システムという 画期的な新 
まとめ 

規 サービス市場創生に 成功すれば大きな 先行者利 
欧米はシステム 重視で FESTA のデバイスに 注目 

益を獲得できる。 しかし、 その目的を遂行するには、 
しているが、 国内で革新的デバイスの 産業化プロセ 

図 2 に示した産業化プロセスを 共にする各階層の シ 
スを 推進するには、 研究開発制度の 枠組・運用をフロ 

ステム研究者 (wise,user) との共同作業が 不可欠で 
ントランナー 支援向きの目的遂行型に 変える 老 、 要があ る 

あ り、 その市場投入 ( 実用化 ) には通信方式標準、 規 
加えて、 革新的技術の 実用化のために、 資金供給 

利導社会的障害が 予想され、 一企業の手には 余る。 
以外にも社会的障害の 除去等 回 にしか 果 たせない 

市場創生まで 企業体力が続かなければ、 当該技術 
重要な役割が 存在していることが 忘れられてはなら 

は 事業化以前に、 いわぬ る 「死の谷」 [8l に転落する。 
ない。 例えば、 「定石」を超えた「国の 指示」が FEST 

このように、 FST 技術は、 ロマンを求めて 目的 遂 
A とシス・テム 研究者との協力開始に 重要な役割を 果 

行 型の研究開発枠組で 未知の世界を 切り開く必要 
たしたという 予想覚の実績がそれを 立証している - 

があ るという意味で、 フロントランナ 一型技術と呼ぶにふさ 参考文献 

わしく、 市場開拓に成功すると 突然トップランナ 一になる 
[1] 斎藤葛十朗「フェムト 秒技術の進歩 J 、 光 アライアンス 第 11 巻第 3 号   

という、 キャッチア ッフ 。 とは異なるアプローチをしていると 
pp.2,2000   

考えられる。 フロシトランナーを「死の 谷」に導く上述した 
[2] 通商産業省 編 「産業科学技術の 動向と課題 J( 財 ) 通商産業調査，   

要因をトップランナ 一の場合と対比して 表 2 に纏めた。 
1992   

表 2  プロントランナー vs. トップ。 ランナー 
[3l 通商産業省工業技術院 編 「産業技術戦略」 ( 財 ) 通商産業調査，   

( フロントランナ づ は成功して ( トップ。 ランナ り に 2000   

  在来技術又は 市場に対して 1 在来技術又は 市場に対して [4] 産業技術審議会評価部会フェムト 秒テクノロジー 評価委員会「フェム 

不連続な部分 連続性あ り 
ト秒 テクノロジー 研究開発中間評価報告書」、 pp.3.2000   

2w 太 e-user  が不可欠 2 競争者との差別化が 不可欠 

3 画期的な効用 3 改善された効用 [5l ( 財 ) 光 産業技術振興協会編「 光 テクノロジー・ロードマ ツーノ 報告書     

4 需要の新規創造 4 需要のリプレース or 拡大 2000   

5 実用化に社会的障害 5 実用化は市場戦略次第 

6 市場創生しうる 体力が勝負 6 市場競争力が 勝負 
[61 岡部正博、 桜井照夫「次世代フォトニックネットワーク 用超高速光子 

表 2 から明らかなよさに、 競争者との 差 Wl 此により 市 バイスへの挑戦」月刊オ フ トロニクス第 21 巻第 4 号   

場 競争力をつけるというトップランナー 育成施策に対し、 pp.122. Ⅰ :23.2002. 

フロントランナー 支援施策は、 比較にならないほど 総合性、 [7] 藤本隆宏「技術経営の 第三の道とは ? アーキテクチャの 額白 か，， @ 

継続性、 戦略性が要求され、 企業間連携や 国自らの 
研究・技術計画学会第 16 回シンポジウム 講演要旨 集   

関与も欠かせない。 しかも、 中断すれば無に 帰す 惧 pp.60 ・ 63,2001. 

れがあ るとし づ リスクがあ るといえよ う 。 すな ね ち、 「キャ 、 ソ [8] 産業競争力戦略会議「中間取りまとめ 一 競争力強化のため び )fi@ 刃 ) 

チアップ。 からトップ。 ランナー狙い」よりも「フロントランナーから トッ 戦略」， pp.26.27,2002 


